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セミナー

タイのエネルギー開発計画の問題点とは？

2024年12月4日(水) 13:30-15:30 

主催：メコン・ウォッチ

協力：アーユス仏教国際協力ネットワーク

※会場、オンライン併用

発表資料はこちらからダウンロードいただけます

https://x.gd/aGIc6
0

本日の注意事項

• 本日のセミナーは録画させていただきます。オンライン参加の
皆様のお名前やお顔は表示されません。会場の方も配信用カメ
ラに映り込まないようお願いします

• 各自での画面キャプチャや録画の公開はお控えください。資料
をご利用の際はメコン・ウォッチまでご連絡をお願いします

• オンライン参加の方のご質問は画面下の「Q&A」へご記入下さ
い。質疑時間に可能な限り回答いたしますが、全てにはお答え
できないことをご了承ください
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プログラムと開催趣旨

• 日本と経済的な関係の深

いタイの電力分野で、パ

リ協定の目標達成に向か

うためには何が必要なの

か。そこにどのように市

民参加が可能なのか。

• 財務面から気候変動問題

に取り組む研究者の報告

と、タイの地域から再生

可能エネルギー普及に取

り組む市民の発表をもと

に、問題提起する。

プログラム

1. はじめに：タイと日本、電力開発のこれまで (15分)

木口由香（メコン・ウォッチ）〈発表：日本語〉

2.  タイ電力開発計画（PDP2024）草案：評価と提案 (40分)

ラピパット・インガシット氏（クライメート・ファイナ

ンス・ネットワーク・タイ 研究部門長）〈発表：英語、

逐次通訳〉

3. チャチュンサオ県とタイにおける「公正なエネルギー移

行」運動について(40分)

ガン・タティヤクン氏（チャチュンサオ・リ・パワー

コーディネーター）〈発表：タイ語、逐次通訳〉

4. 質疑応答 (15分)

5. 終了挨拶
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はじめに：

タイと日本、電力開発のこれまで

2024年12月4日(水)

メコン・ウォッチ

木口由香
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メコン・ウォッチの活動

メコン河流域で暮らす

人たちが、その地域独

特の生活を守り続けて

いくためのお手伝い

メコン河流域の人々と川や森林などの自然資

源とのつながりに関する調査プロジェクト

地域住民の生活や自然資源へのアクセスに悪

影響を及ぼす経済協力・投資のモニタリング

メコン河流域国の環境と開発に関する問題を

日本の市民に伝える教育活動

政府機関や多国間金融機関、企業に対する政

策提言活動

4

メコン河流域

5

源流：チベット高原
全長：約4900km
流域面積：約795,000 km²
（日本の面積377,900 km²）
メコン河は6か国を通過する国際河川
中国（雲南省・青海省）、ミャンマー、ラオ

ス、タイ、カンボジア、ベトナム
メコン河の集水域

（雨や雪が流れ込む範囲）

Shannon1, CC BY-SA 4.0 
<https://creativecommons.org/licenses/by-
sa/4.0>, via Wikimedia Commons
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タイと日本

日本の自動車産業の主要進出先であるタイ

日本との貿易（2023年 通関ベース）

輸出 246億5600万ドル（構成比8.7%)

  輸入 344億7700万ドル（構成比10.8%)

日本は輸出で第3位、輸入で第2位(2023)

日系ブランド車のタイ国内市場全体に占める構成
比は 77.8%（2023年時点 2年で10％のシェア
喪失 ピックアップトラック販売不振、EVの普及）

6©︎: Karte: NordNordWest

JETRO資料参照

https://www.jetro.go.jp/world/asia/th/gtir.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/b8108a3ebf32792b/20240012rev1.pdf

タイのエネルギー開発と日本

主な政府開発援助（ODA）

1967年

ナムプロムダム、ラムドムノイダム（現シリ
ントンダム）、シリキット発電所拡張、送電
網拡張

1972年

ナコンタイ発電所、バンチャオネンダム（現
シーナカリンダム）

1980〜90年代

東部臨海工業地帯開発：16のODA事業

メーモ石炭火力発電所 ユニット8、9など

7

ODA白書より
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東部臨海工業地帯

• タイ第5次国家経済社会開発計画
(1982~86年)でバンコク首都圏への開発集
中を避け、チャチュンサオ、チョンブリ、ラヨンの3
県の開発を国家事業として進めた

• タイ湾で産出するガスを利用した石油化学工
業が集積したマプタプット地区

• 自動車・電気機械工業等が集積したレムチャ
バン地区

＞日本のODAの「成功例」

8出典：JICA資料

国際協力銀行(JBIC)が融資したタイの発電事業

• 2004.3 BLCP石炭火力発電所

• 2005.11 カエンコイⅡ天然ガス焚き複合火力発電

• 2005.12 ラチャブリパワー天然ガス焚き複合火力発電

• 2011.11 ノンセン・ガス焚き複合火力発電所

• 2012.10 ウタイ・ガス焚き複合火力発電所

• 2013.12 カノム4・ガス焚き複合火力発電

• 2018.11 Gulf SRCガス焚き複合火力発電
出典：https://www.jbic.go.jp/ja/about/image/JBIC_date_020.pdf

日本は、ODA以外の公的資金でもタイの電力開発に関与してきた（その多くは
化石燃料による発電。民間事業の多くは25年の契約期間で運転されている）
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https://www.jbic.go.jp/ja/about/image/JBIC_date_020.pdf
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電力市場自由化(発電部門)：現在135 のガス事業のうち46事業に
日本企業が独立発電事業者(IPP)/小規模発電事業者(SPP)として参画

出典：Global Energy Monitor Database (2024年11月末の情報)

Gulf Tasit 1 & 2 power station 1

Gulf Tasit 1 & 2 power station 2

Gulf Tasit 3 & 4 power station 1

Gulf Tasit 3 & 4 power station 2

Gulf TLC power station 1

Gulf VTP power station 1

Kaeng Khoi 2 power station 1

Kaeng Khoi 2 power station 2

Khanom power station CC4

Klong Luang power statio  1

Nong Khae power station 1

Nong Saeng power station 1

Nong Saeng power station 2

Kaeng Khoi 2 power station 1

Kaeng Khoi 2 power station 2

Nong Khae power station 1

Samutprakarn power station 1

Rojana power station 1

Gulf BL power station 1

Gulf BP power station 1

Banpong power station 1

Banpong power station 2

Chachoengsao NNK cogeneration power station 1

Chonburi Ng Project power station 1

Chonburi Ng Project power station 2

Chonburi Ng Project power station 3

Chonburi Ng Project power station 4

EGCO cogeneration (Rayong) power station 1

Gulf BL power station 1

Gulf BP power station 1

Gulf CRN power station 1

Gulf KP1 & 2 power station 1

Gulf KP1 & 2 power station 2

Gulf NC power station 1

Gulf NK2 power station 1

Gulf NLL power station 1

Gulf NLL power station 2

Gulf NPM power station CC1

Gulf NRV power station 1

Gulf NRV power station 2

Gulf NLL power station 2

Gulf Tasit 1 & 2 power station 1

Gulf Tasit 1 & 2 power station 2

Gulf Tasit 3 & 4 power station 1

Gulf Tasit 3 & 4 power station 2

Gulf VTP power station 1

（表記は発電所＆ユニット番号）

＊日本の銀行が融資したHin Kong 

power plantなどを加えるとさらに増
える

10

IPP/SPPへの日本企業
の関与

タービンなどの設備受注

出典：

https://www.mhi.com/jp/news/23041
9.html
https://www.ihi.co.jp/all_news/2018/r
esources_energy_environment/11904
29_1616.html
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https://www.mhi.com/jp/news/230419.html
https://www.mhi.com/jp/news/230419.html
https://www.ihi.co.jp/all_news/2018/resources_energy_environment/1190429_1616.html
https://www.ihi.co.jp/all_news/2018/resources_energy_environment/1190429_1616.html
https://www.ihi.co.jp/all_news/2018/resources_energy_environment/1190429_1616.html
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エネルギー分野と
日本企業の関わり

• 三井石油開発がタイで
ガス田を所有

• ミャンマーからタイへ
のガス輸出にENEOS、
三菱商事が関与

• タイ発電公社（EGAT）
子会社のEGCO社には
JERA、三菱商事、九州
電力が出資(右図）

• 三菱UFJ銀行。タイの銀
行の買収により、現地
銀行として事業に融資

出典：九州電力資料

https://www.kyuden.co.jp/var/rev0/0204/0444/yl5kq8oc.pdf

12

JBICがプロジェクト・ファイナンスを実施した
Gulf SRCガス焚き複合火力発電に関与した銀行

• JBIC、アジア開発銀行（ADB）、タイ輸出入銀行(EXIM) 、みず
ほ銀行、三井住友信託銀行、タイの地場銀行の協調融資
➢タイの地場銀行：The Siam Commercial Bank Public Company Limited, 

Bangkok Bank Public Company Limited, Bank of Ayudhya Public Company 
Limited, TMB Bank Public Company Limited, CIMB Thai Bank Public Company 
Limited, Land and Houses Bank Public Company Limited, Industrial and 
Commercial Bank of China (Thai) Public Company Limited

出典：https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2018/1109-011580.html

➢Bank of Ayudhya Public Company Limited：三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ。役員に複数の日本人がおり、経営にも関与
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タイのエネルギー分野に
おける日本企業
• タイ国内のガス田開発

• タイへ輸出するミャンマーのガス事業

• 石炭、ガスを燃料とするIPP/SPP

• 火力発電事業用タービンの提供

• 火力発電事業への銀行融資

上記のように、さまざまな形で日本企業はタイで多くの温室
効果ガス排出事業に関与しており、日本政府は公的資金
でそれを支えてきた

地球沸騰化で、今までのビジネスモデルは転換を迫られて
いるが・・・＞＞＞

14

アジア・ゼロエミッション共同体(AZEC)
11カ国(豪州、ブルネイ、カンボジア、インドネシア、日本、ラオス、マレーシア、フィリピン、シンガポール、
タイ、ベトナム)の、域内のカーボンニュートラル／ネット・ゼロ排出に向けた協力のための枠組み

AZECでリストされている日本企業のタイでの事業は、石炭火力発電所でのアンモニア混焼、ガスタービ
ンでの水素の混焼など。再生可能エネルギー事業（太陽光、風力）は見当たらない。

＞＞化石燃料ベースの事業展開で本当に脱炭素化か？

出典：経済産業省
15
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